
第１２号議案

教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則の制定について

教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則を別紙のとおり制定する。

令和２年３月２５日提出

宮城県教育委員会教育長 伊東 昭代

第１２号議案
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（
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の
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教
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（
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「
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を
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の
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第
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教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則の制定の概要

１ 制定理由

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を

改正する法律（令和元年法律第７２号）の公布を受けて，文部科学省から令

和２年１月１７日付けで「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他

教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図

るために講ずべき措置に関する指針」（文部科学省告示第一号。以下「指

針」という。）が告示されたところである。

これに伴い，本県においても，指針第４の規定に基づき，県立学校教育職

員の服務監督権者として指針第３で規定する「在校等時間」の上限時間を定

めることで，教育職員の業務量の適切な管理等を図ることを目的として，新

たに教育委員会規則を定めるもの。

２ 制定内容

（１）在校等時間の上限時間の原則に関すること

► １か月４５時間，１年３６０時間

（２）児童生徒等に係る臨時的な特別の事情がある場合の上限時間に関すること

► １か月１００時間未満，１年７２０時間 等

（３）教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を

図るために必要な事項に関すること

３ 施行年月日

令和２年４月１日
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